
世界トップクラスの勤勉さと
礼儀正しさが強みになる

日本の雇用環境における最大の問
題点は、社会に閉塞感があることです。
その理由は失業率の高さと新卒者の
就職難にあります。
現実に失業者が300万人を超え、
企業内余剰人員600万人と合わせると
合計900万人にも上ります。この数字
は失業率にすると13%強で、他の先進
国に比べ断然に高いことが分かります。
また、新規学卒者の採用状況の悪化
は、すでに「失われた10年」で経験済
みですが、10～20年後に禍根を残し
かねません。
こうした閉塞感の背景には、日本の
雇用の流動性や多様性が確保できて
いないという、柔軟性の低さが一因と
も考えられます。これが、企業や社会
の活力を削ぎ、社会の活性化の足を引
っ張っていると言えるでしょう。
柔軟で多様な雇用の形態は社会に
活力をもたらします。ただし、そのため
には前提として、自主、自立、自己責任
という「個の完成度」が高くないといけ
ません。これを醸成するような社会文

化にしていく必要があります。
派遣労働に対する議論はいろいろあ

りますが、どのような社会になっても競
争はなくなりませんし、多様な労働市
場は必要なのです。とはいえ雇用形態
によって待遇や働き方に差があっては
なりません。公正さとセーフティーネッ
トの完備を必須要件としつつも、その
条件下で雇用の流動性を高める必要
があると言えるでしょう。
これまであまり個の完成度が問われ
ることがなかった日本社会ですが、一
方で、世界トップクラスの勤勉さと礼
儀正しさを持つという強みもあります。
問題を自ら改善し、自己変革する力は
あると信じています。

政府も民間も一丸となり
労働力移動の環境整備を

現在は低成長時代ですから、成熟産
業から余剰人員が出てきます。その人た
ちが新しい産業へ進めないことが問題
です。産業構造を変える、成長するなど
によって、働く場所をより多く創出するこ
とが大切です。そのための政策も出てい
るので、あとは実行するしかありません。
医療・介護・農業などの分野では

規制緩和によって新しい産業が生まれ、
雇用も生まれると考えます。労働力が
有望産業へ移動する道をつくることが
大切で、いくら「行ってください」と旗
を振っても、誰も怖くて行けません。そ
の点で政府には、新産業への就職を
希望する求職者に適切な職業訓練を
行う、新産業分野の企業に雇用助成
をするなど、流動性を高める道筋をつ
けることを期待します。
一方、企業も環境整備をしなければ

なりません。同一価値労働同一賃金を
一斉にやることは難しいので、このよう
な哲学を持つ個別企業から始めるべき
でしょう。実際、経営者や労組関係者
が話し合い、まずは賞与から改革を始
めている企業もあります。
今回は、雇用のセーフティーネットの
完成度向上など10の具体的施策を提言
しています。日本の雇用は、これまで培っ
てきた社会全体の日本的慣習などによっ
て解決されることもある、との楽観的な
見方もあります。しかし解決のためには、
施策は散発でなく、同時並行で進めてこ
そ閉塞感を打破できると考えています。

新産業への労働力移動を促し雇用の
柔軟性が高い、活力ある社会をつくる
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